
第２期 高島市まち・ひと・しごと創生総合戦略【概要版】 2020(令和２)年度～2024(令和6)年度

基本目標①「稼ぐ地域をつくるとともに、安心して働けるようにする」 KPI：就業者数が最終年度で9,200人

おいでよ高島！ 水と緑、食や歴史を活かした観光まちづくりプロジェクト

いいものいっぱい！ 高島を全国・世界に売り出すプロジェクト

高島で働こう！ 企業誘致・創業支援・雇用創造等推進プロジェクト

高島大好き！ 地域連携による幼保小中高大キャリア教育プロジェクト

知って高島！ びわ湖高島ブランド発信プロジェクト

高島で暮らそう！ コンシェルジュによるきめ細やかな移住促進プロジェクト

安心を実感！ 子育てするならやっぱり高島プロジェクト

高島で自己実現！ 誰もが自分らしく輝けるまちづくりプロジェクト

いつまでも高島で！ 人に優しいまちづくりプロジェクト

アウトドアなら高島で！ スポーツで健康まちづくりプロジェクト

次世代へつなぐまちづくり！ 高島らしい地域実現プロジェクト

安心・便利を実感！ 持続可能なまち高島実現プロジェクト

基本目標②「高島とのつながりを築き、高島への新しい人の流れをつくる」 KPI：社会増減を５ヵ年で０(ゼロ)

基本目標③「結婚・出産・子育ての希望をかなえる、人に優しい高島をつくる」 KPI：年間出生数300人を維持

基本目標④「人が集う、安心して暮らすことができる魅力的な地域をつくる」KPI：住民自治協議会を６地域で設立

 高島市の歴史・文化財資源、食文化を活かした観

光誘客による外貨の獲得

 高島市ならではの１次産業や伝統産業および特産

品の販路拡大による所得の向上、事業承継

 地域経済の循環や地域課題の解決に資する創業支

援、企業誘致の促進等による雇用の確保

 高島市の魅力を学ぶ多様な体験の場づくりと、人

とのつながりを育むキャリア教育の推進

 観光や特産品販売、ふるさと納税等とタイアップ

した、関係人口の創出および人材活用

 ターゲティングによる高島市を魅力に感じる若年

層および子育て世代の移住・定住促進

 出会いを創出するとともに、魅力ある子育て支援

策の実施と高島市らしい子育て環境の周知

 子育て世代から高齢者までが自己実現できる雇用

の創出、雇用環境の改善と社会意識の醸成

 安心して地域で暮らせる生活環境および包括的な

支援体制の構築による地域共生社会の実現

 高島市の魅力である水や緑を活用したスポーツや

食を活かした健康づくりの推進

 人口減少時代に対応した暮らしを支える住民自治

組織の検討と設立支援

 総合戦略実現のためのマネジメント体制の構築と

持続可能な行政運営

１．人口の現状分析 *社人研＝国立社会保障・人口問題研究所

２．将来の人口展望

３．第１期総合戦略の検証
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 合計特殊出生率を2030年に1.8、2040年に2.07まで引き上げる

 2020年から５ヵ年かけて社会増減を０(ゼロ)にする

 各年代バランスのとれた人口ピラミッドをめざす

高島市の人口目標 2060年時点

総人口約3.4万人 高齢化率 33.5%

 2000年以降人口減少が続いている

 推計では、2045年ごろに生産年齢人口を高齢者(65歳以上)人口が

上回る

 推計では、2025年ごろに高齢者人口は最大となるが、高齢化率は

その後も上昇する

 自然増減では、1999年に初めて死亡数が出生数を上回り、その差

は拡大傾向

 出生数は300人前後で推移

 社会増減では、2005年前後から転出超過が続いている

 年齢階級別では、20歳から34歳までの転出が最多となっている

将来人口の推計 2060年時点

総人口約2.4万人 高齢化率 48.5%

社人研推計(2015年国調)

４．基本的な考え方

 雇用創出数（５年間で1,000人）については企業誘致や実践型地域雇用創

造事業等に積極的に取り組んだ結果、達成見込み

 転入者数（５年間で2,500人）は達成しているものの、転出超過は続いて

おり、特に近年若年層の転入が減少し、転出における割合が増加

 出生数（５年間で1,500人）については、約60人下回る見込み。人口目

標達成のため、結婚や子育て支援策の充実により維持していく必要がある

 小さな拠点数（５年間で５か所）については設立に至っていないが、今後

の自治組織のあり方について「高島市地域自治組織あり方検討委員会」で

検討を進めてきた

 人口目標達成のため、引き続き人口減少を抑制す

る「対策」、構造的な変化への「対応」両面で戦

略的に施策を推進

 施策の効果を高めるため、第２期では特に「政策

間連携の推進」「データや未来技術の活用」、そ

して「SDGs」の視点を持って施策を推進

 ４つの基本目標、１２のプロジェクトを設定。総

合戦略推進本部を設置し全庁体制で推進


